BIS論壇　No.146　『イスラム国の日本人人質事件に思う』～No.2

　　　　　　　2015年2月1日　　　　　　　　　　　　　中川　十郎

　去る1月24日のBIS論壇　No.145で首記に関し、安倍首相の中東歴訪時の、イスラエル、エジプトでの無神経な発言が今回の日本人人質問題を引き起こした遠因との説を披歴した。安倍内閣の中東を理解しない稚拙な人質交渉の結果、湯川さんに続き、後藤さんの殺害を招いた。今朝からのテレビ報道は日本に特有のにわか仕立ての中東専門家、評論家が勝手に評論を繰り返している。日本ほど言論が無責任に発言される国はほかにないのではないか。要するに政府、民間ともにインテリジェンスの欠如である。

　しかし今朝からのFace 　Bookなどでの日本人の論調は中東訪問をこの時期に行った安倍首相、その企画をした官邸、外務省の責任を鋭く指摘しており、これらの日本の知、情報の集合体の発言には大いに勇気づけられる。

　湯川氏は昨年8月、後藤氏は10月にイスラム国に拉致され、後藤氏に関しては留守宅に身代金の要求があり、家族はこのことを外務省に連絡していた由。にもかかわらず、このことを国民にはひた隠しにし、1月に安倍首相は中東歴訪をし、イスラム国の敵対国とみなされているイスラエルやヨルダン、エジプト等で、イスラム国に対抗する周辺国に2億ドルの支援をすると無神経なパフォーマンスの発表をしている。このような微妙な中東情勢の下、中東訪問を実行した安倍官邸および外交当局の責任は大いに追及されるべきである。

　安倍首相のイスラエル訪問には20社以上の日本の武器製造メーカーの幹部が同行したという。この背景は昨年5月にイスラエルのネタ二エフ首相が日本訪問時、両首脳が「日本イスラエル間の新たなパートナーシップの構築に関する共同声明」に署名。「これは日本、イスラエルの関係を飛躍的に発展させる画期的な内容を含んでいる。とくにイスラエルが開発しているUAV(無人飛行機)、サイバー技術など両国の軍事面の協力が急速に進む可能性がある。イスラエルが戦争で使う可能性が高い次期主力戦闘機［F-35］の部品の42~43%は日本で作られており、日本は武器輸出三原則を緩和し、イスラエルへの輸出に備えた。このことは日本の安全保障とか、いままでアラブよりだった日本の外交政策をがらっと変える、そうとうでかいもので、私は集団的自衛権の議論よりもずっと実質的に日本が変わっていくという流れだと思う。」と鋭い指摘を佐藤　優氏はしている。さすがである。（佐藤　優著『佐藤　優の10分で読む未来~戦争の予兆』講談社187~189ページ）上記よりイスラム国が安倍首相のイスラエル訪問をイスラム国に対抗するためと批判的に捉えるのは当然ではないか。かかる伏線がある状況下、今回の安倍首相の中東訪問は時期的にも大いに問題があった。有志連合でイスラム国を空爆している敵国のヨルダンに日本の人質対策本部を設ける無神経さ。さらに現地対策本部長の中山康秀・外務副大臣はなんと「日本・イスラエル友好議員連盟事務局長」で、父の中山正暉氏も「日本・イスラエル議員連盟元幹事長」とのことで親子二代にわたりイスラエルと関係がある。（浜地道雄氏による）このような人物がヨルダンでイスラム国と人質解放交渉をすること自体も問題であった。これでは人質解放に失敗するのは当然ではないか。インテリジェンスの欠如は歴然だ。　　　　　　　　　　　　　　　
